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目次 目次

第１章 ［略］ 第１章 ［略］

第２章 普通税 第２章 普通税

第１節〜第５節 ［略］ 第１節〜第５節 ［略］

第６節 削除 第６節 自動車取得税（第63条−第69条）

第６節の２ 軽油引取税（第70条−第80条の４）

第７節〜第10節 ［略］ 第７節〜第10節 ［略］

第３章 目的税 第３章 目的税

第１節 自動車取得税（第90条の２−第90条の７） 第１節及び第２節 削除

第２節 軽油引取税（第91条−第 101条）

第３節 ［略］ 第３節 ［略］

附則 附則

（徴税吏員の任命等） （徴税吏員の任命等）

第２条 知事は、次の各号に掲げる者を徴税吏員に任命する。 第２条 知事は、次の各号に掲げる者を徴税吏員に任命する。

（１）〜（５） ［略］ （１）〜（５） ［略］

（６） 前各号に掲げる者のほか、職員で知事が必要と認める者

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

（徴収金の還付又は充当の通知） （徴収金の還付又は充当の通知）

第16条 ［略］ 第16条 ［略］

２ 所長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、直ち ２ 所長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、直ち

に前項の通知書によって通知しなければならない。 に前項の通知書によって通知しなければならない。

（１） ［略］ （１） ［略］

（２） 法第53条第41項の規定によって法人の県民税の利子割額の （２） 法第53条第45項の規定によって法人の県民税の利子割額の

控除不足額を還付する場合又は当該還付すべき額を未納の徴収 控除不足額を還付する場合又は当該還付すべき額を未納の徴収

金に充当した場合 金に充当した場合

（３）〜（５） ［略］ （３）〜（５） ［略］

（６） 法第 699条の14第６項及び第 699条の15第１項の規定によ （６） 法第 125条第６項及び第 126条第１項の規定によって自動

って自動車取得税に係る徴収金を還付する場合又は法第 699条 車取得税に係る徴収金を還付する場合又は法第 125条第７項及

の14第７項及び第 699条の15第２項の規定によって当該還付す び第 126条第２項の規定によって当該還付すべき額を未納の徴
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べき額を未納の徴収金に充当した場合 収金に充当した場合

（７） 法第 700条の21の２第１項及び第 700条の22第１項、第４ （７） 法第 144条の30第１項及び第 144条の31第１項、第４項若

項若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免税の しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免税の用途

用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金を還付す に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金を還付する場

る場合又は条例第82条の規定によって当該還付すべき額を未納 合又は条例第59条の３の規定によって当該還付すべき額を未納

の徴収金に充当した場合 の徴収金に充当した場合

３ ［略］ ３ ［略］

（証紙徴収の方法によって徴収する自動車税又は自動車取得税に （証紙徴収の方法によって徴収する自動車取得税又は自動車税に

係る徴収金の徴収の嘱託等） 係る徴収金の徴収の嘱託等）

第20条の２ 宮崎県税・総務事務所長は、法第 151条第３項の規定 第20条の２ 宮崎県税・総務事務所長は、条例第54条第１項の規定

により証紙徴収の方法によって徴収する自動車税又は自動車取得 により証紙徴収の方法によって徴収する自動車取得税を納付すべ

税を納付すべき者が、納期限を経過してもなお徴収金を納付しな き者又は条例第62条の２第２項の規定により証紙徴収の方法によ

い場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各 って徴収する自動車税を納付すべき者が、納期限を経過してもな

号に掲げる所長に徴収の嘱託をするものとする。 お徴収金を納付しない場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、当該各号に掲げる所長に徴収の嘱託をするものとす

る。

（１）・（２） ［略］ （１）・（２） ［略］

２〜４ ［略］ ２〜４ ［略］

（収納計器の指定等） （収納計器の指定等）

第32条の４ 条例第62条の２第３項及び第77条の４第１項の規定に 第32条の４ 条例第54条第１項及び第62条の２第３項の規定による

よる証紙代金収納計器（以下「収納計器」という。）の指定は、 証紙代金収納計器（以下「収納計器」という。）の指定は、収納

収納計器の名称、型式及び記号番号を告示することによって行う 計器の名称、型式及び記号番号を告示することによって行うもの

ものとする。 とする。

２ ［略］ ２ ［略］

（差押財産の占有手続） （差押財産の占有手続）

第34条 徴税吏員は、徴収法第71条第３項の規定によって、差押に 第34条 徴税吏員は、徴収法第71条第３項の規定によって、差押に

係る自動車又は建設機械を占有する場合においては、差押財産占 係る自動車、建設機械又は小型船舶を占有する場合においては、

有調書（別記様式第74号）を作成し、その謄本を滞納者又は差押 差押財産占有調書（別記様式第74号）を作成し、その謄本を滞納

財産を占有する第三者（以下「第三者」という。）に交付しなけ 者又は差押財産を占有する第三者（以下「第三者」という。）に

ればならない。 交付しなければならない。

２ ［略］ ２ ［略］

第２章 普通税 第２章 普通税

（法人の県民税の申告書提出期限延長の承認等の通知） （法人の県民税の申告書提出期限延長の承認等の通知）

第49条の２ 所長は、法第53条第47項又は第48項の規定によって通 第49条の２ 所長は、法第53条第51項又は第52項の規定によって通

知をする場合においては、法人県民税・事業税の申告書提出期限 知をする場合においては、法人県民税・事業税の申告書提出期限

延長の承認等の通知書（別記様式第 144号の２）によってしなけ 延長の承認等の通知書（別記様式第 144号の２）によってしなけ

ればならない。 ればならない。

第６節 削除 第６節 自動車取得税

（自動車取得税申告書等の様式）

第63条から第80条まで 削除 第63条 法第 123条第２項に規定する自動車取得税の修正申告書は

、別記様式第 172号による。

（自動車取得税の徴収猶予の申請手続）

第64条 法第 125条第２項の規定により徴収猶予の申請をしようと

する者は、自動車取得税徴収猶予申告書（別記様式第 173号）に

当該事実を証明する書類を添えて宮崎県税・総務事務所長に提出

しなければならない。

（自動車取得税の納付義務の免除又は還付の手続）

第65条 法第 125条第１項若しくは第６項又は法第 126条第１項の

規定により納付義務の免除又は還付を受けようとする者は、自動

車取得税納付義務免除（還付）申請書（別記様式第 174号）に当

該納付義務の免除（還付）の理由に該当することを証明する書類

を添えて宮崎県税・総務事務所長に提出しなければならない。

２ 宮崎県税・総務事務所長は、前項の申請に対しその承認又は否

認を決定した場合においては、自動車取得税納付義務免除（還付
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）申請に対する決定通知書（別記様式第 175号）によって通知し

なければならない。

（自動車取得税に係る更正又は決定の通知等）

第66条 宮崎県税・総務事務所長は、法第 129条第４項の規定によ

って自動車取得税に係る更正又は決定の通知をする場合は、自動

車取得税更正（決定）通知書（別記様式第 176号）によって通知

しなければならない。

２ 宮崎県税・総務事務所長は、法第 132条第５項の規定によって

自動車取得税に係る過少申告加算金額若しくは不申告加算金額又

は法第 133条第４項の規定によって重加算金額の決定の通知をす

るときは、前項の通知書又は自動車取得税過少申告・不申告・重

加算金決定通知書（別記様式第 177号）によって通知しなければ

ならない。

（身体障害者等の範囲）

第67条 条例第55条第３号に規定する身体障害者は、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。

（１） 身体障害者手帳（身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283

号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳をいう。以下同じ

。）の交付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる身体障害者福祉法

施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号に定める障害

の級別に該当する障害を有する者

障害の級別障害の区分

１級から３級までの各級及び４級の１視覚障害

２級及び３級聴覚障害

３級平衡機能障害

３級（喉頭摘出手術を受けた者に限る。

）。ただし、身体障害者が取得し、又は

所有する自動車（身体障害者で年齢18歳

未満のものと生計を一にする者が取得し

、又は所有する自動車を含む。）を当該

身体障害者のために当該身体障害者と生

計を一にする者が運転する場合（以下「

生計同一者運転」という。）又は当該身

体障害者（身体障害者等のみで構成され

る世帯に属する者に限る。以下この条に

おいて同じ。）のために当該身体障害者

を常時介護する者が運転する場合（以下

「常時介護者運転」という。）を除く。

音声機能障害

１級、２級の１、２級の２及び２級（両

上肢に障害があり、身体障害者手帳の旅

客鉄道株式会社運賃減額欄に第１種と記

載がある者に限る。）

上肢不自由

１級から６級までの各級。ただし、生計

同一者運転又は常時介護者運転は１級、

２級及び３級の１

下肢不自由

１級から３級までの各級及び５級。ただ

し、生計同一者運転又は常時介護者運転

は１級から３級までの各級

体幹不自由

１級及び２級（両上肢に障害がある者に

限る。）

上肢

機能

乳幼児期

以前の非

進行性の

脳病変に

よる運動

１級から６級までの各級。ただし、生計

同一者運転又は常時介護者運転は１級か

移動

機能



宮 崎 県 公 報平成 21年 ３ 月 31日（火曜日） 号外 第 25号

害 4害

ら３級までの各級機能障害

１級及び３級心臓機能障害

１級及び３級じん臓機能障害

１級及び３級呼吸器機能障害

１級及び３級ぼうこう又は直

腸の機能障害

１級及び３級小腸機能障害

１級から３級までの各級ヒト免疫不全ウ

イルスによる免

疫機能障害

（２） 身体障害者手帳の交付を受けている者のうち、異なる障害

区分の重複による併合障害を有する者についてはその障害の級

別が１級から４級までの各級の者。ただし、生計同一者運転又

は常時介護者運転は障害の級別が１級から３級までの各級の者

（３） 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第 168号）第４条第１

項及び第２項の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者

のうち、次の表の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる恩給法（大正12年法律第48号）別表第１号表

ノ２又は第１号表ノ３に定める重度障害の程度又は障害の程度

に該当する障害を有する者

重度障害の程度又は障害の程度障害の区分

特別項症から第４項症までの各項症視覚障害

特別項症から第４項症までの各項症聴覚障害

特別項症から第４項症までの各項症平衡機能障害

特別項症から第２項症までの各項症（喉

頭摘出手術を受けた者に限る。）。ただ

し、生計同一者運転又は常時介護者運転

を除く。

音声機能障害

特別項症から第３項症までの各項症上肢不自由

特別項症から第６項症までの各項症及び

第１款症から第３款症までの各款症。た

だし、生計同一者運転又は常時介護者運

転は特別項症から第３項症までの各項症

下肢不自由

特別項症から第６項症までの各項症及び

第１款症から第３款症までの各款症。た

だし、生計同一者運転又は常時介護者運

転は特別項症から第４項症までの各項症

体幹不自由

特別項症から第３項症までの各項症心臓機能障害

特別項症から第３項症までの各項症じん臓機能障害

特別項症から第３項症までの各項症呼吸器機能障害

特別項症から第３項症までの各項症ぼうこう又は直

腸の機能障害

特別項症から第３項症までの各項症小腸機能障害

２ 条例第55条第３号に規定する精神障害者は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。

（１） 別に定めるところにより療育手帳の交付を受けている者（

以下「療育手帳所持者」という。）のうち、障害の程度が総合

判定Ａの者。ただし、療育手帳所持者が取得し、又は所有する

自動車（療育手帳所持者で自ら運転しないものと生計を一にす

る者が取得し、又は所有する自動車を含む。）を当該療育手帳

所持者のために当該療育手帳所持者と生計を一にする者が運転

する場合又は当該療育手帳所持者（身体障害者等のみで構成さ

れる世帯に属する者に限る。以下この条において同じ。）のた

めに当該療育手帳所持者を常時介護する者が運転する場合で、
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特別支援学校（学校教育法（昭和22年法律第26号）第72条に規

定する特別支援学校をいう。）への通学に利用する者について

は障害の程度が総合判定Ａ、Ｂ１及びＢ２の者

（２） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律

第 123号）第45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者のうち、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律施行令（昭和25年政令第 155号）第６条第３項に定

める１級の障害を有するもの

（自動車取得税の減免）

第68条 条例第55条第１号から第３号までに掲げる自動車の取得に

対する自動車取得税の減免については、当該自動車取得税の税額

の全部を免除するものとする。

２ 条例第55条第４号に掲げる自動車の取得に対する自動車取得税

の減免については、次の各号に掲げる自動車の取得の区分に応じ

、当該各号に定める税額を減免するものとする。

（１） 構造上身体障害者等の利用に供するためのものと認められ

る自動車のうち、構造上専ら身体障害者等の利用に供するもの

の取得 全額

（２） 構造上身体障害者等の利用に供するためのものと認められ

る自動車のうち、構造上身体障害者等以外の者の利用にも併せ

て供するものの取得 当該自動車の取得価額のうち、身体障害

者等の利用に供するための構造変更に要した金額に当該自動車

に係る自動車取得税の税率を乗じて得た額に相当する額

（３） 専ら身体障害者等が運転するための構造変更がなされた自

動車で営業用のものの取得 当該自動車の取得価額のうち、身

体障害者等が運転するための構造変更に要した金額に当該自動

車に係る自動車取得税の税率を乗じて得た額に相当する額

３ 前２項の規定により、自動車取得税の減免を受けようとする者

は、自動車取得税申告書の提出の際に、当該申告書とあわせて自

動車取得税減免申請書（別記様式第 178号）を宮崎県税・総務事

務所長に提出しなければならない。ただし、条例第55条第３号又

は第４号の規定により自動車取得税の減免を受けようとする者で

、当該申請書を当該申告書の提出の際に提出できない特別の事情

があったと認められたものは、この限りでない。

４ 前項の場合において、既に自動車取得税につき条例第55条第３

号に規定する減免を受けたことがある申請者は、当該申請の直前

に受けた減免に係る自動車を使用及び所有していないことを証す

る書類を添付しなければならない。

５ 宮崎県税・総務事務所長は、第３項の申請に対し、その承認又

は否認を決定したときは、自動車取得税減免承認（否認）決定通

知書（別記様式第 179号）によって通知しなければならない。

（自動車取得税額の交付額の算定に用いる資料に関する報告）

第69条 市町村長は、省令第８条の26の規定により、自動車取得税

額の交付額の算定に用いる道路延長及び道路面積に関する資料そ

の他必要な資料を、別に定めるところによって知事に報告しなけ

ればならない。

第６節の２ 軽油引取税

（特約業者の指定等の通知等）

第70条 宮崎県税・総務事務所長は、法第 144条の８第１項又は第

144条の９第１項の規定によって仮特約業者又は特約業者の指定

の適否を決定したときは、仮特約業者・特約業者指定（非該当）

通知書（別記様式第 180号）により通知しなければならない。

２ 宮崎県税・総務事務所長は、法第 144条の８第３項又は第 144

条の９第３項の規定によって仮特約業者又は特約業者の指定を取
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り消した場合においては、仮特約業者・特約業者指定取消通知書

（別記様式第 181号）により通知しなければならない。

３ 宮崎県税・総務事務所長は、前２項の規定によって特約業者の

指定又は指定の取消しをした場合においては、その旨を知事に報

告しなければならない。

４ 知事は、前項の規定による報告を受けたときは、特約業者の指

定又は指定の取消しをした旨を公告するものとする。法第 144条

の９第２項又は第９項の規定による通知を受けた場合についても

、同様とする。

（軽油引取税の特別徴収義務者の指定）

第71条 宮崎県税・総務事務所長は、条例第56条第１項第３号の規

定によって特別徴収義務者を指定した場合においては、軽油引取

税特別徴収義務者指定通知書（別記様式第 182号）により通知し

なければならない。

（軽油引取税の特別徴収義務者の登録の通知）

第72条 宮崎県税・総務事務所長は、条例第57条第１項の規定によ

って特別徴収義務者としての登録の申請があった場合においては

、軽油引取税特別徴収義務者登録通知書（別記様式第 183号）に

より通知しなければならない。

（軽油引取税の登録特別徴収義務者の登録の消除の申請手続）

第73条 条例第58条第１項の規定によって登録の消除の申請をしよ

うとする登録特別徴収義務者は、軽油引取税登録特別徴収義務者

登録消除申請書（別記様式第 184号）を宮崎県税・総務事務所長

に提出しなければならない。

（保全担保提供の手続等）

第74条 第11条第１項から第４項までの規定並びに第26条の表中「

保証書」及び「保全担保提供命令書」の項の別記様式第60号及び

第61号は、法第 144条の20の規定によって提供すべき担保につい

て準用する。この場合において第11条第１項中「法第16条第１項

」とあるのは、「法第 144条の20」と、同条第２項中「法第16条

第３項」とあるのは、「法第 144条の20第２項の規定において準

用する法第16条第３項」と読み替えるものとする。

（免税軽油使用者証の有効期間等）

第75条 免税軽油使用者証の有効期間は、免税軽油使用者証を交付

した日から３年を超えない範囲内で、免税軽油使用者ごとに所長

が定める期間を経過する日までとする。

２ 政令第43条の15第５項の規定により免税軽油使用者証の書換え

を申請する場合においては、免税軽油使用者証書換申請書（別記

様式第 185号）に免税軽油使用者証を添えて所長に申請しなけれ

ばならない。

３ 政令第43条の15第６項（同条第11項において準用する場合を含

む。）の規定により免税軽油使用者証（有効期間経過後のものを

除く。）又は免税証を返納する場合においては、免税軽油使用者

証（免税証）返納書（別記様式第 186号）に免税軽油使用者証又

は免税証を添えて直ちに所長に返納しなければならない。

（免税軽油使用者証等の紛失の届出等）

第76条 法第 144条の21第２項又は第６項の規定により免税軽油使

用者証又は免税証の交付を受けた者が、当該免税軽油使用者証又

は免税証を紛失した場合においては、直ちに、免税証等紛失届（

別記様式第 187号）を所長に提出しなければならない。

２ 所長は、前項の規定によって免税証の紛失の届出があった場合

又は当該免税証の交付を受けた者の死亡、失そう等により、当該

免税証の所在が明らかでないと認められる場合においては、直ち

に当該免税証は無効である旨を知事に報告しなければならない。
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３ 知事は、前項の規定による報告を受けたときは、免税証が無効

である旨を公告するものとする。

（免税軽油の引取り等に係る報告期限の特例の要件）

第77条 条例第59条の２の特別な事情は、次に掲げるものとする。

（１） 免税軽油使用者証の交付を受けた者が国又は地方公共団体

であること。

（２） 報告対象免税軽油の数量が年間10キロリットル未満である

こと。

（３） その業務の特殊性等から法第 144条の27第１項に規定する

期限までに同項の報告書を提出することが著しく困難であるこ

と。

（免税軽油の引取り等に係る報告期限の特例の承認申請等）

第78条 前条第３号に該当することを理由に条例第59条の２の規定

の適用を受けようとする者は、免税軽油の引取り等に係る報告期

限の特例承認申請書（別記様式第 188号）を所長に提出してその

承認を受けなければならない。

２ 所長は、前項の規定による申請があった場所において、その承

認の適否を決定したときは、免税軽油の引取り等に係る報告期限

の特例承認（不承認）通知書（別記様式第 189号）により通知し

なければならない。

３ 所長は、第１項の承認を受けた者が次の各号のいずれかに該当

する場合は、その承認を取り消すことができる。

（１） 偽りその他不正の行為によってその承認を受けたとき。

（２） 偽りその他不正の行為によって免税証の交付を受け、免税

軽油の引取りを行ったとき。

（３） 法第 144条の24の規定に違反したとき。

（４） その承認に係る事由が消滅したとき。

（５） その他知事が特に必要があると認めるとき。

４ 所長は、前項の規定によって第１項の承認を取り消した場合は

、免税軽油の引取り等に係る報告期限の特例承認取消通知書（別

記様式第 190号）により通知しなければならない。

（軽油引取税の徴収猶予の申請手続）

第79条 法第 144条の29第１項の規定により軽油引取税に係る徴収

猶予の申請をしようとする特別徴収義務者は、軽油引取税徴収猶

予申請書（別記様式第 191号）を宮崎県税・総務事務所長に提出

しなければならない。

（軽油引取税の徴収不能額等の納入義務の免除又は還付の承認等

の通知）

第80条 宮崎県税・総務事務所長は、法第 144条の30第３項の規定

によって通知をする場合においては、軽油引取税徴収不能額納入

義務免除（還付）申請に対する決定通知書（別記様式第 192号）

によってしなければならない。

（軽油を返還した場合における措置）

第80条の２ 軽油引取税の特別徴収義務者は、法第 144条の31第１

項の規定により、その軽油の引取りが行われなかったものとみな

される場合及び納入に係る軽油引取税額のうち返還された軽油に

対応する部分の税額の還付を受けようとする場合においては、毎

月末日までに前月中に返還を受けた軽油について返還を受けた軽

油の届出書（別記様式第 192号の２）又は軽油引取税還付申請書

（別記様式第 192号の３）を宮崎県税・総務事務所長に提出しな

ければならない。

（免税軽油以外の軽油を免税の用途に供した場合の措置）

第80条の３ 免税軽油使用者は、法第 144条の31第４項又は第５項

の規定により知事の承認を受けようとする場合においては、免税
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軽油追加承認申請書（別記様式第 192号の４）を所長に提出しな

ければならない。

２ 所長は、前項の申請に対しその承認をした場合においては、免

税軽油追加承認書（別記様式第 192号の５）を交付しなければな

らない。

３ 軽油引取税の特別徴収義務者は、法第 144条の31第４項又は第

５項の規定により軽油引取税額の納入の免除又は納入に係る軽油

引取税額のうち当該使用に係る軽油に対応する部分の金額の還付

を受けようとする場合においては、軽油引取税納入免除（還付）

申請書（別記様式第 192号の６）を宮崎県税・総務事務所長に提

出しなければならない。

４ 第80条に規定する通知書の様式は、前項の申請に対する決定を

通知する場合において準用する。

（軽油引取税に関する文書の様式）

第80条の４ 軽油引取税について、次の表の左欄に掲げる文書は、

中欄の規定を適用する場合に用いその様式はそれぞれ右欄の定め

るところによる。

別記様式第 192号

の７

別記様式第 192号

の８

別記様式第 192号

の９

別記様式第 192号

の10

条例第57条第２項

条例第57条第３項

条例第58条第３項

法第 144条の44第

４項、第 144条の

47第５項及び第 1

44条の48第４項

軽油引取税特別徴収

義務者登録申請書

登録事項変更届

軽油引取税登録特別

徴収義務者登録消除

通知書

軽油引取税更正（決

定）・加算金決定通

知書

第７節 自動車税

（身体障害者等の範囲）

第84条の４ 条例第64条の２に規定する身体障害者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。

（１） 身体障害者手帳（身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283

号）第15条第４項に規定する身体障害者手帳をいう。以下同じ

。）の交付を受けている者のうち、次の表の左欄に掲げる障害

の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる身体障害者福祉法

施行規則（昭和25年厚生省令第15号）別表第５号に定める障害

の級別に該当する障害を有する者

障害の級別障害の区分

１級から３級までの各級及び４級の１視覚障害

２級及び３級聴覚障害

３級平衡機能障害

３級（喉頭摘出手術を受けた者に限る。

）。ただし、身体障害者が取得し、又は

所有する自動車（身体障害者で年齢18歳

未満のものと生計を一にする者が取得し

、又は所有する自動車を含む。）を当該

身体障害者のために当該身体障害者等と

生計を一にする者が運転する場合（以下

「生計同一者運転」という。）又は当該

身体障害者（身体障害者等のみで構成さ

れる世帯に属する者に限る。以下この条

において同じ。）のために当該身体障害

者を常時介護する者が運転する場合（以

音声機能障害

第７節 自動車税
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下「常時介護者運転」という。）を除く

。

１級、２級の１、２級の２及び２級（両

上肢に障害があり、身体障害者手帳の旅

客鉄道株式会社運賃減額欄に第１種と記

載がある者に限る。）

上肢不自由

１級から６級までの各級。ただし、生計

同一者運転又は常時介護者運転は１級、

２級及び３級の１

下肢不自由

１級から３級までの各級及び５級。ただ

し、生計同一者運転又は常時介護者運転

は１級から３級までの各級

体幹不自由

１級及び２級（両上肢に障害がある者に

限る。）

上肢

機能

乳幼児期

以前の非

進行性の

脳病変に

よる運動

機能障害

１級から６級までの各級。ただし、生計

同一者運転又は常時介護者運転は１級か

ら３級までの各級

移動

機能

１級及び３級心臓機能障害

１級及び３級じん臓機能障害

１級及び３級呼吸器機能障害

１級及び３級ぼうこう又は直

腸の機能障害

１級及び３級小腸機能障害

１級から３級までの各級ヒト免疫不全ウ

イルスによる免

疫機能障害

（２） 身体障害者手帳の交付を受けている者のうち、異なる障害

区分の重複による併合障害を有する者についてはその障害の級

別が１級から４級までの各級の者。ただし、生計同一者運転又

は常時介護者運転は障害の級別が１級から３級までの各級の者

（３） 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第 168号）第４条第１

項及び第２項の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者

のうち、次の表の左欄に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる恩給法（大正12年法律第48号）別表第１号表

ノ２又は第１号表ノ３に定める重度障害の程度又は障害の程度

に該当する障害を有する者

重度障害の程度又は障害の程度障害の区分

特別項症から第４項症までの各項症視覚障害

特別項症から第４項症までの各項症聴覚障害

特別項症から第４項症までの各項症平衡機能障害

特別項症から第２項症までの各項症（喉

頭摘出手術を受けた者に限る。）。ただ

し、生計同一者運転又は常時介護者運転

を除く。

音声機能障害

特別項症から第３項症までの各項症上肢不自由

特別項症から第６項症までの各項症及び

第１款症から第３款症までの各款症。た

だし、生計同一者運転又は常時介護者運

転は特別項症から第３項症までの各項症

下肢不自由

特別項症から第６項症までの各項症及び

第１款症から第３款症までの各款症。た

だし、生計同一者運転又は常時介護者運

転は特別項症から第４項症までの各項症

体幹不自由
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特別項症から第３項症までの各項症心臓機能障害

特別項症から第３項症までの各項症じん臓機能障害

特別項症から第３項症までの各項症呼吸器機能障害

特別項症から第３項症までの各項症ぼうこう又は直

腸の機能障害

特別項症から第３項症までの各項症小腸機能障害

２ 条例第64条の２に規定する精神障害者は、次の各号のいずれか

に該当する者とする。

（１） 別に定めるところにより療育手帳の交付を受けている者（

以下「療育手帳所持者」という。）のうち、障害の程度が総合

判定Ａの者。ただし、療育手帳所持者が取得し、又は所有する

自動車（療育手帳所持者で自ら運転しないものと生計を一にす

る者が取得し、又は所有する自動車を含む。）を当該療育手帳

所持者のために当該療育手帳所持者と生計を一にする者が運転

する場合又は当該療育手帳所持者（身体障害者等のみで構成さ

れる世帯に属する者に限る。以下この条において同じ。）のた

めに当該療育手帳所持者を常時介護する者が運転する場合で、

特別支援学校（学校教育法（昭和22年法律第26号）第72条に規

定する特別支援学校をいう。）への通学に利用する者について

は障害の程度が総合判定Ａ、Ｂ１及びＢ２の者

（２） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律

第 123号）第45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者のうち、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律施行令（昭和25年政令第 155号）第６条第３項に定

める１級の障害を有するもの

第３章 目的税 第３章 目的税

第１節 自動車取得税 第１節及び第２節 削除

（自動車取得税申告書等の様式）

第90条の２ 法第 699条の12第２項に規定する自動車取得税の修正 第90条の２から第 101条まで 削除

申告書は、別記様式第 202号の３による。

（自動車取得税の徴収猶予の申請手続）

第90条の３ 法第 699条の14第２項の規定により徴収猶予の申請を

しようとする者は、自動車取得税徴収猶予申告書（別記様式第 2

02号の８）に当該事実を証明する書類を添えて宮崎県税・総務事

務所長に提出しなければならない。

（自動車取得税の納付義務の免除又は還付の手続）

第90条の４ 法第 699条の14第１項若しくは同条第６項又は法第 6

99条の15第１項の規定により納付義務の免除又は還付を受けよう

とする者は、自動車取得税納付義務免除（還付）申請書（別記様

式第 202号の９）に当該納付義務の免除（還付）の理由に該当す

ることを証明する書類を添えて宮崎県税・総務事務所長に提出し

なければならない。

２ 宮崎県税・総務事務所長は、前項の申請に対しその承認又は否

認を決定した場合においては、自動車取得税納付義務免除（還付

）申請に対する決定通知書（別記様式第 202号の10）によって通

知しなければならない。

（自動車取得税に係る更正又は決定の通知等）

第90条の５ 宮崎県税・総務事務所長は、法第 699条の18第４項の

規定によって自動車取得税に係る更正又は決定の通知をする場合

は、自動車取得税更正（決定）通知書（別記様式第 202号の４）

によって通知しなければならない。

２ 宮崎県税・総務事務所長は、法第 699条の21第４項の規定によ

って自動車取得税に係る過少申告加算金額若しくは不申告加算金

額又は法第 699条の22第４項の規定によって重加算金額の決定の
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通知をするときは、前項の通知書又は自動車取得税過少申告・不

申告・重加算金決定通知書（別記様式第 202号の５）によって通

知しなければならない。

（自動車取得税の減免）

第90条の６ 条例第77条の５第１号から第３号までに掲げる自動車

の取得に対する自動車取得税の減免については、当該自動車取得

税の税額の全部を免除するものとする。

２ 条例第77条の５第４号に掲げる自動車の取得に対する自動車取

得税の減免については、次の各号に掲げる自動車の取得の区分に

応じ、当該各号に定める税額を減免するものとする。

（１） 構造上身体障害者等の利用に供するためのものと認められ

る自動車のうち、構造上専ら身体障害者等の利用に供するもの

の取得 全額

（２） 構造上身体障害者等の利用に供するためのものと認められ

る自動車のうち、構造上身体障害者等以外の者の利用にも併せ

て供するものの取得 当該自動車の取得価額のうち、身体障害

者等の利用に供するための構造変更に要した金額に当該自動車

に係る自動車取得税の税率を乗じて得た額に相当する額

（３） 専ら身体障害者等が運転するための構造変更がなされた自

動車で営業用のものの取得 当該自動車の取得価額のうち、身

体障害者等が運転するための構造変更に要した金額に当該自動

車に係る自動車取得税の税率を乗じて得た額に相当する額

３ 前２項の規定により、自動車取得税の減免を受けようとする者

は、自動車取得税申告書の提出の際に、当該申告書とあわせて自

動車取得税減免申請書（別記様式第 202号の６）を宮崎県税・総

務事務所長に提出しなければならない。ただし、条例第77条の５

第３号又は第４号の規定により自動車取得税の減免を受けようと

する者で、当該申請書を当該申告書の提出の際に提出できない特

別の事情があったと認められたものは、この限りでない。

４ 前項の場合において、既に自動車取得税につき条例第77条の５

第３号に規定する減免を受けたことがある申請者は、当該申請の

直前に受けた減免に係る自動車を使用及び所有していないことを

証する書類を添付しなければならない。

５ 宮崎県税・総務事務所長は、第３項の申請に対し、その承認又

は否認を決定したときは、自動車取得税減免承認（否認）決定通

知書（別記様式第 202号の７）によって通知しなければならない

。

（自動車取得税額の交付額の算定に用いる資料に関する報告）

第90条の７ 市町村長は、省令第17条の13の規定により、自動車取

得税額の交付額の算定に用いる道路延長及び道路面積に関する資

料その他必要な資料を、別に定めるところによって知事に報告し

なければならない。

第２節 軽油引取税

（特約業者の指定等の通知等）

第91条 宮崎県税・総務事務所長は、法第 700条の６の３第１項又

は第 700条の６の４第１項の規定によって仮特約業者又は特約業

者の指定の適否を決定したときは、仮特約業者・特約業者指定（

非該当）通知書（別記様式第 203号）により通知しなければなら

ない。

２ 宮崎県税・総務事務所長は、法第 700条の６の３第３項又は第

700条の６の４第３項の規定によって仮特約業者又は特約業者の

指定を取り消した場合においては、仮特約業者・特約業者指定取

消通知書（別記様式第 203号の２）により通知しなければならな

い。
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３ 宮崎県税・総務事務所長は、前２項の規定によって特約業者の

指定又は指定の取消しをした場合においては、その旨を知事に報

告しなければならない。

４ 知事は、前項の規定による報告を受けたときは、特約業者の指

定又は指定の取消しをした旨を公告するものとする。法第 700条

の６の４第２項又は第８項の規定による通知を受けた場合につい

ても、同様とする。

（軽油引取税の特別徴収義務者の指定）

第92条 宮崎県税・総務事務所長は、条例第78条第１項第３号の規

定によって特別徴収義務者を指定した場合においては、軽油引取

税特別徴収義務者指定通知書（別記様式第 204号）により通知し

なければならない。

（軽油引取税の特別徴収義務者の登録の通知）

第93条 宮崎県税・総務事務所長は、条例第79条第１項の規定によ

って特別徴収義務者としての登録の申請があった場合においては

、軽油引取税特別徴収義務者登録通知書（別記様式第 205号）に

より通知しなければならない。

（軽油引取税の登録特別徴収義務者の登録の消除の申請手続）

第93条の２ 条例第80条第１項の規定によって登録の消除の申請を

しようとする登録特別徴収義務者は、軽油引取税登録特別徴収義

務者登録消除申請書（別記様式第 205号の２）を宮崎県税・総務

事務所長に提出しなければならない。

（保全担保提供の手続等）

第93条の３ 第11条第１項から第４項までの規定並びに第26条の表

中「保証書」及び「保全担保提供命令書」の項の別記様式第60号

及び第61号は、法第 700条の14の３の規定によって提供すべき担

保について準用する。この場合において第11条第１項中「法第16

条第１項」とあるのは、「法第 700条の14の３」と、同条第２項

中「法第16条第３項」とあるのは、「法第 700条の14の３第２項

の規定において準用する法第16条第３項」と読み替えるものとす

る。

（免税軽油使用者証の有効期間等）

第94条 免税軽油使用者証の有効期間は、免税軽油使用者証を交付

した日から２年を超えない範囲内で、所長が定める。

２ 政令第56条の７第５項の規定により免税軽油使用者証の書換え

を申請する場合においては、免税軽油使用者証書換申請書（別記

様式第 206号）に免税軽油使用者証を添えて所長に申請しなけれ

ばならない。

３ 政令第56条の７第６項（政令第56条の８第５項において準用す

る場合を含む。）の規定により免税軽油使用者証（有効期間経過

後のものを除く。）又は免税証を返納する場合においては、免税

軽油使用者証（免税証）返納書（別記様式第 207号）に免税軽油

使用者証又は免税証を添えて直ちに所長に返納しなければならな

い。

第95条 削除

（免税軽油使用者証等の紛失の届出等）

第96条 法第 700条の15第２項又は第６項の規定により免税軽油使

用者証又は免税証の交付を受けた者が、当該免税軽油使用者証又

は免税証を紛失した場合においては、直ちに、免税証等紛失届（

別記様式第 210号）を所長に提出しなければならない。

２ 所長は、前項の規定によって免税証の紛失の届出があった場合

又は当該免税証の交付を受けた者の死亡、失そう等により、当該

免税証の所在が明らかでないと認められる場合においては、直ち

に当該免税証は無効である旨を知事に報告しなければならない。
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３ 知事は、前項の規定による報告を受けたときは、免税証が無効

である旨を公告するものとする。

（免税軽油の引取り等に係る報告期限の特例の要件）

第96条の２ 条例第81条の２の特別な事情は、次に掲げるものとす

る。

（１） 免税軽油使用者証の交付を受けた者が国又は地方公共団体

であること。

（２） 報告対象免税軽油の数量が年間10キロリットル未満である

こと。

（３） その業務の特殊性等から法第 700条の20の２第１項に規定

する期限までに同項の報告書を提出することが著しく困難であ

ること。

（免税軽油の引取り等に係る報告期限の特例の承認申請等）

第96条の３ 前条第３号に該当することを理由に条例第81条の２の

規定の適用を受けようとする者は、免税軽油の引取り等に係る報

告期限の特例承認申請書（別記様式第 210号の２）を所長に提出

してその承認を受けなければならない。

２ 所長は、前項の規定による申請があった場所において、その承

認の適否を決定したときは、免税軽油の引取り等に係る報告期限

の特例承認（不承認）通知書（別記様式第 210号の３）により通

知しなければならない。

３ 所長は、第１項の承認を受けた者が次の各号のいずれかに該当

する場合は、その承認を取り消すことができる。

（１） 偽りその他不正の行為によってその承認を受けたとき。

（２） 偽りその他不正の行為によって免税証の交付を受け、免税

軽油の引取りを行ったとき。

（３） 法第 700条の18の規定に違反したとき。

（４） その承認に係る事由が消滅したとき。

（５） その他知事が特に必要があると認めるとき。

４ 所長は、前項の規定によって第１項の承認を取り消した場合は

、免税軽油の引取り等に係る報告期限の特例承認取消通知書（別

記様式第 210号の４）により通知しなければならない。

（軽油引取税の徴収猶予の申請手続）

第97条 法第 700条の21第１項の規定により軽油引取税に係る徴収

猶予の申請をしようとする特別徴収義務者は、軽油引取税徴収猶

予申請書（別記様式第 211号）を宮崎県税・総務事務所長に提出

しなければならない。

（軽油引取税の徴収不能額等の納入義務の免除又は還付の承認等

の通知）

第98条 宮崎県税・総務事務所長は、法第 700条の21の２第３項の

規定によって通知をする場合においては、軽油引取税徴収不能額

納入義務免除（還付）申請に対する決定通知書（別記様式第 213

号）によってしなければならない。

（軽油を返還した場合における措置）

第99条 軽油引取税の特別徴収義務者は、法第 700条の22第１項の

規定により、その軽油の引取りが行われなかったものとみなされ

る場合及び納入に係る軽油引取税額のうち返還された軽油に対応

する部分の税額の還付を受けようとする場合においては、毎月末

日までに前月中に返還を受けた軽油について返還を受けた軽油の

届出書（別記様式第 214号）又は軽油引取税還付申請書（別記様

式第 215号）を宮崎県税・総務事務所長に提出しなければならな

い。

（免税軽油以外の軽油を免税の用途に供した場合の措置）

第 100条 免税軽油使用者は、法第 700条の22第４項又は第５項の



宮 崎 県 公 報平成 21年 ３ 月 31日（火曜日） 号外 第 25号

害 14害

規定により知事の承認を受けようとする場合においては、免税軽

油追加承認申請書（別記様式第 216号）を所長に提出しなければ

ならない。

２ 所長は、前項の申請に対しその承認をした場合においては、免

税軽油追加承認書（別記様式第 217号）を交付しなければならな

い。

３ 軽油引取税の特別徴収義務者は、法第 700条の22第４項又は第

５項の規定により軽油引取税額の納入の免除又は納入に係る軽油

引取税額のうち当該使用に係る軽油に対応する部分の金額の還付

を受けようとする場合においては、軽油引取税納入免除（還付）

申請書（別記様式第 218号）を宮崎県税・総務事務所長に提出し

なければならない。

４ 第98条に規定する通知書の様式は、前項の申請に対する決定を

通知する場合において準用する。

（軽油引取税に関する文書の様式）

第 101条 軽油引取税について、次の表の左欄に掲げる文書は、中

欄の規定を適用する場合に用いその様式はそれぞれ右欄の定める

ところによる。

別記様式第 220号

別記様式第 221号

別記様式第 222号

別記様式第 223号

条例第79条第２項

条例第79条第３項

条例第80条第３項

法第 700条の30第

４項、第 700条の

33第４項及び第 7

00条の34第４項

軽油引取税特別徴収

義務者登録申請書

登録事項変更届

軽油引取税登録特別

徴収義務者登録消除

通知書

軽油引取税更正（決

定）・加算金決定通

知書

様式第９号（その１）（第５条関係） 様式第９号（その１）（第５条関係）

［略］ ［略］

（裏） （裏）

（ご注意）

１・２ ［略］

３ 不服申立て等

（１） この処分について不服があるときは、この督促状を

受け取った日の翌日から起算して60日以内に、行政不服

審査法第５条の規定により知事に審査請求をすることが

できます。審査請求書（２通）は、なるべく当県税・総

務事務所を経由して提出してください。

（２） ［略］

［略］

（ご注意）

１・２ ［略］

３ 不服申立て等

（１） この処分について不服があるときは、この督促状を

受け取った日の翌日から起算して60日以内（60日目又は

地方税法第19条の４第１号に規定する期日のうち、いず

れか早い期日まで）に、行政不服審査法第５条の規定に

より知事に審査請求をすることができます。審査請求書

（２通）は、なるべく当県税・総務事務所を経由して提

出してください。

（２） ［略］

［略］

別記様式第９号（その２）中「60日以内」を「60日以内（60日目又は地方税法第19条の４第１号に規定する期日のうち、いずれか早い期

日まで）」に改める。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

様式第18号（第11条関係）様式第18号（第11条関係）

［略］

［略］

年 月 日付けで、下記の徴収金額の担保とし

て提供された担保財産（保証人の保証）は、下記の理由に

より猶予（納期限の延長）に係る金額の納付（納入）を担

［略］

［略］

年 月 日付けで、下記の徴収金額の担保とし

て提供された担保財産（保証人の保証）は、下記の理由に

より猶予（納期限の延長）に係る金額の納付（納入）を担
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［略］ ［略］

様式第60号（第26条、第56条の３、第93条の３関係） 様式第60号（第26条、第56条の３、第74条関係）

［略］

［略］

第16条第１項、第３項

第16条の３第１項、第３項

地方税法第72条の38の２第２項（第７項）、第12項の規定

第74条の11第１項、第２項

第 700条の14の３第１項、第２項

により下記納税者（特別徴収義務者）が納付（納入）すべき

徴収金に係る納税を私において（私どもが連帯責任をもって

）保証します。

［略］

［略］

［略］

第16条第１項、第３項

第16条の３第１項、第３項

地方税法第72条の38の２第２項（第７項）、第12項の規定

第74条の11第１項、第２項

第 144条の20第１項、第２項

により下記納税者（特別徴収義務者）が納付（納入）すべき

徴収金に係る納税を私において（私どもが連帯責任をもって

）保証します。

［略］

（裏面） （裏面）

［略］ ［略］

様式第61号（第26条、第93条の３関係） 様式第61号（第26条、第74条関係）

［略］

［略］

県税の徴収上必要があるので、地方税法 の規定により下記のとお

り担保の提供を命じます。

［略］

第16条の３第１項
第 700条の14の３第１項

［略］

［略］

県税の徴収上必要があるので、地方税法 の規定により下記のとお

り担保の提供を命じます。

［略］

第16条の３第１項
第 144条の20第１項

様式第88号（その２）（第43条関係） 様式第88号（その２）（第43条関係）

［略］

１ この処分について不服があるときは、この謄本を受

け取った日の翌日から起算して60日以内に、行政不服

審査法第５条の規定により知事に審査請求をすること

ができます。審査請求書（２通）は、なるべく当県税

・総務事務所を経由して提出してください。

２ ［略］

注

意

［略］

１ この処分について不服があるときは、この謄本を受

け取った日の翌日から起算して60日以内（60日目又は

地方税法第19条の４第２号に規定する期日のうち、い

ずれか早い期日まで）に、行政不服審査法第５条の規

定により知事に審査請求をすることができます。審査

請求書（２通）は、なるべく当県税・総務事務所を経

由して提出してください。

２ ［略］

注

意

別記様式第 172号を次のように改める。

［略］

様式第 161号の２（第56条関係）

不動産取得税再徴収猶予届出書

［略］

地方税法附則第12条第２項の規定において準用する租税

特別措置法第70条の４第22項の規定により、下記のとおり

不動産取得税の再徴収猶予をされたく届け出ます。

［略］

［略］

様式第 161号の２（第56条関係）

不動産取得税再徴収猶予届出書

［略］

地方税法附則第12条第２項の規定において準用する租税

特別措置法第70条の４第26項の規定により、下記のとおり

不動産取得税の再徴収猶予をされたく届け出ます。

［略］

保することができないと認めますので、地方税法第16条第

３項、第72条の38の２第12項、第74条の11第２項、第 700

条の14の３第２項の規定により増担保（保証人の変更）を

請求します。

［略］

保することができないと認めますので、地方税法第16条第

３項、第72条の38の２第12項、第74条の11第２項、第 144

条の20第２項の規定により増担保（保証人の変更）を請求

します。

［略］
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別記様式第 173号から別記様式第 192号（その２）までを次のように改める。
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別記様式第 192号の次に次の９様式を加える。
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別記様式第 202号の２から別記様式第 223号までを次のように改める。

様式第 202号の２から様式第 223号まで 削除

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。

（用紙に関する経過措置）

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の宮崎県税条例施行規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事

項を適宜補正して使用することができる。

宮崎県産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成21年３月31日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第21号

宮崎県産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県産業廃棄物税条例施行規則（平成17年宮崎県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（賦課徴収） （賦課徴収）

第16条 産業廃棄物税の賦課徴収については、この規則に定めるも 第16条 産業廃棄物税の賦課徴収については、この規則に定めるも

ののほか、県税規則の定めるところによる。この場合において、 ののほか、県税規則の定めるところによる。この場合において、

県税規則第１条中「宮崎県税条例（昭和29年宮崎県条例第19号。 県税規則第１条中「宮崎県税条例（昭和29年宮崎県条例第19号。

以下「条例」という。）」とあるのは「宮崎県税条例（昭和29年 以下「条例」という。）」とあるのは「宮崎県税条例（昭和29年

宮崎県条例第19号。以下「条例」という。）及び宮崎県産業廃棄 宮崎県条例第19号。以下「条例」という。）及び宮崎県産業廃棄

物税条例（平成16年宮崎県条例第41号）」と、県税規則第16条第 物税条例（平成16年宮崎県条例第41号）」と、県税規則第16条第

２項中 ２項中

「（７） 法第 700条の21の２第１項及び第 700条の22第１項、第 「（７） 法第 144条の30第１項及び第 144条の31第１項、第４項

４項若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免 若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免税の

税の用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金を 用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金を還付

還付する場合又は条例第82条の規定によって当該還付すべき する場合又は条例第59条の３の規定によって当該還付すべき

額を未納の徴収金に充当した場合 」 額を未納の徴収金に充当した場合 」

とあるのは、 とあるのは、

「（７） 法第 700条の21の２第１項及び第 700条の22第１項、第 「（７） 法第 144条の30第１項及び第 144条の31第１項、第４項

４項若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免 若しくは第５項の規定によって、返還された軽油及び免税の

税の用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金を 用途に供した軽油に対応する軽油引取税に係る徴収金を還付

還付する場合又は条例第82条の規定によって当該還付すべき する場合又は条例第59条の３の規定によって当該還付すべき

額を未納の徴収金に充当した場合 額を未納の徴収金に充当した場合

（８） 宮崎県産業廃棄物税条例（平成16年宮崎県条例第41号） （８） 宮崎県産業廃棄物税条例（平成16年宮崎県条例第41号）

第13条第１項の規定によって産業廃棄物税に係る徴収金を還 第13条第１項の規定によって産業廃棄物税に係る徴収金を還

付する場合又は同条例第13条第３項の規定によって当該還付 付する場合又は同条例第13条第３項の規定によって当該還付

すべき額を未納の徴収金に充当した場合 」 すべき額を未納の徴収金に充当した場合 」

とする。 とする。

２ ［略］ ２ ［略］

附 則

この規則は、平成21年４月１日から施行する。
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